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がん対策の進捗管理のための指標と測定の継続的な発展に向けた研究            
研究代表者 東 尚弘 国立がん研究センターがん対策情報センターがん登録センターセンター長 

                                                                                               
 

研究要旨 

本研究は第 3 期がん対策推進基本計画に定める進捗評価指標について、適切な指標を選ぶための作

業を行うとともに、第 2 期の計画時に策定された指標の改善、測定方法の効率化などを行うことを目

的としている。特に、厚生労働省委託事業で行っている患者体験調査について、その方法や解析の科

学的妥当性を確保するために、パイロット的に様々な調査解析を、一定の仮説をもとに行っていく必

要がある。さらには、患者体験調査は小児において円滑に進めること、患者体験調査以外のがん対策

評価点について、特にがん教育などにも焦点を当ててその評価と改善にむけた方策を練っていかなけ

ればならない。本研究においては、患者体験調査については既に収集した成人の患者体験調査の解釈

に必要な解析、及び追加調査を別途行い、その一助とするとともに小児患者体験調査の発送を支援し

た。がん教育についても現場における課題の同定・整理から改善につなげるための情報収取を行った。

さらに国レベルのがん対策進捗評価を都道府県と有機的に連携させていく方策についても検討を続

けた。このようにがん対策の進捗評価は多岐にわたるため、多面的なアプローチを行っていく必要が

ある。 
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Ａ．研究目的 
    本研究は第３期がん対策推進基本計画の中間
評価に向けて(1)国レベルでの患者体験調査（成人、
小児）を方法論的に精緻なものにしていくために
必要な研究・調査を行うこと、(2)指標として重要
と考えられるが十分に測定ができていないことに
ついての測定を試みること、および、(3)都道府県
のがん対策評価との連携のための情報交換を進め
ていくことが目的である。特に①の患者体験調査
は「研究」として行った前回に協力を依頼した施
設から「重要な調査であると考えられるが、研究
という枠組みでは試行的な位置づけと受け取られ
るため、協力をするために各方面との調整がしづ
らい」という声にこたえる形で、厚生労働省委託
事業に移行した。一方で、この調査を行うために、
本研究は委託事業を円滑かつ科学的に遂行するた
めの各種試行、またがん対策に必要な詳細解析が
必要と考えられるため、順次その解析を本研究班
において行っていく。②には小児患者体験調査の
実施準備、がん教育についての情報収集・解析が
含まれる。小児患者体験調査は本年度においては
調査の実施体制を支援して必要な手続きのもと調
査を実施した。がん教育については前年に引き続
き、参加型ワークショップを行いがん教育を円滑
に進めていくためのバリアの検討や教育委員会と
がん対策担当者のコミュニケーションなどのあり
方について検討することを目的とする。③都道府
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県のがん対策については、国レベルとのがん対策
の連携についてありうる連携を探り、国、都道府
県ともに有意義な評価活動につなげることを目的
とする。 
 
Ｂ．研究方法 
    ①患者体験調査に関する研究 
 患者体験調査は上述の通り厚生労働省委託事業
として実施されており、平成30年度中に調査票の
配布・回収までが行われている。中心となる集計
作業は厚生労働省の委託事業の枠組みで行われて
いるが、本研究においては、質問紙の設計の妥当
性の検証、全体の調査法を反映した集計のための
ウェイトの計算とその検証が行われた。 
 方法として患者体験調査においては、2つの大き
な課題があり検証が行われた。１つは患者回答の
正確性である。患者の状態は患者に訊ねるのが最
も適切であることは論を待たないが、医学的な知
識の必要な事柄についてはその検証は必要になる。
今回の患者体験調査は、対象者の一部に対して調
査依頼分の中で施設から得た情報とリンクして解
析を行う旨の説明を行い、実際の回答者と院内が
ん登録とリンクした情報で情報正確性を年齢・性
別・ステージについて行った。 
 もう１つの課題は、前回との比較である。患者
体験調査においては今回2回目であり前回平成26
年に実施している。前回の調査の結果や課題を解
決するべく改訂・変更が加えられている。その中
の一つが、回答選択肢の変更である。前回の調査
においては、程度・頻度を問う質問で典型的には
５段階の選択肢 
＜平成26年度の選択肢＞ 
そう思う 
ややそう思う 
どちらともいえない 
あまりそう思わない 
そう思わない 
わからない 
であったら、これを 
 
＜平成30年度の選択肢＞ 
とてもそう思う 
ある程度そう思う 
ややそう思う 
どちらともいえない 
そう思わない 
として、上から３つの選択肢を肯定的とし、下か
ら２番目を中立、最下選択肢のみ否定選択肢とし
た。 
 変更の理由はもともと納得度など肯定的な回答
が多いため、選択肢が少ないと改善への感度が十
分ではないと考えられるためその対策であるが、
選択肢の変化が回答分布に影響することも知られ
ているため、同じ肯定的な回答群である前回の上2
選択肢と今回の3選択肢が同等とみなせない可能
性がある。そこでその検証のために、影響を比較
するために、インターネット調査会社のパネルに
登録したがん患者を対象として、ランダムに質問
紙を割り付けて回答分布の違いを検証することと
した。質問紙自体は本人を対象とした回答を全て
提示したが、選択肢が変化した問は25問含まれて
いた。これらのうちでポジティブ回答の割合の差
を2群で解析する。 

 
②小児患者体験調査 
 患者体験調査の実施準備を整え、がん対策推進
協議会や国立がん研究センター倫理審査委員会の
意見を入れて調査票や情報提供文書の内容を確定
した。準備の完了した参加施設より、順次調査票
の発送を開始した。調査票の返送後、集計、解析
を行うこととした。 
 
③がん教育に関する研究 
平成29～30年に実施した10県教育委員会ならびに
がん対策担当課職員への聞き取りと討議の結果を
ふまえ、がん教育事業進捗管理に際しがん対策担
当課との連携について、教育委員会担当者の困り
事の洗い出しを行った。 
令和元年11月に47都道府県教育委員会行政担当者
を対象として「行政担当者のためのがん教育セミ
ナー」を実施して、その内容を深めて、行政担当
者の中でがん対策担当者と教育担当者の連携の在
り方や工夫などの情報共有を行い、アクションリ
サーチとしてその内容を整理した。 
 
④都道府県のがん対策評価との連携 
 青森県、神奈川県、沖縄県の３県におけるがん
対策の中間評価に向けた取り組みと情報交換をし
ながら、国のがん対策評価との連携方法について
検討をしていった。都道府県におけるがん対策の
評価としては全国値と比較しながら、自県の値を
解釈して長所・短所あるいは特徴を知ることが重
要である。そのような視点から見たときの対処法
などについて検討した。 
 
   （倫理面への配慮） 
上述の通り、患者体験調査は成人、小児ともに厚
生労働省委託事業であるが、倫理的な側面の確認
は必要であり、また、調査協力施設においても倫
理審査の受審を希望する施設も多いことから、国
立がん研究センターの倫理審査委員会の審査を受
け承認を受けている。また他の部分についても必
要に応じて研究者の所属組織において倫理審査を
受け承認を受けた方法により研究を遂行している。 
 
Ｃ．研究結果 
    ① 患者体験調査の課題 
a)回答の正確性 
 性別については1人を除いて全員一致し、年齢に
ついても記入があるものについては98%で一致し
たものの、ステージ（病期）については、全体で、
727人の回答中、ステージを回答したのが558名（わ
からない／無回答）、そのうち院内がん登録の情
報と一致したのは332名（59%）であった。患者は
取扱規約で説明されているためにUICCでコードさ
れている院内がん登録とある程度ずれがある可能
性があるものの低い一致率であり、患者の自己申
告に基づくステージ情報の正確性については慎重
に考えるべきことを示している。 
 
b)選択肢変更の影響評価調査 
選択肢の分布が変化した問い全部において、同じ
ポジティブの回答ではあるものの、平成30年度（今
回）の形式の上位3選択肢の回答が平成26年（前回）
形式の上位２選択肢の回答よりも割合が高くなっ
た。またそれらの割合に回答の割合に有意差(p<0.
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05)のあるものは、14/25問であった。一方で、文
言上のポジティブではなく、上位２選択肢の割合
を2群で比較すると、全ての質問で、平成26年度形
式での上位2選択肢の割合が平成30年度形式の上
位2選択肢の割合よりも多く、P=0.05を基準として
有意差があるのは22/25問であった。これらの結果
からは、両形式を文言上のポジティブ回答として
同一に扱うことも、上位2選択肢を同一に扱うこと
も適切でないことが判明した。 
 
②小児患者体験調査 
    昨年度に行われたがん対策推進協議会での協
議事項と指摘を踏まえ、研究実施計画書、調査票、
調査依頼のための説明文書、および、院内掲示等
の各文書の修正を行い、文書類を固定した。IRB審
査の上で、施設への依頼を行った。協力依頼を送
付した施設数は153施設（うち１施設は登録間違い
により削除）、12月までに参加が確定した施設は9
6施設、不参加が53施設という結果であり3施設はI
RB審査結果待ちであったが、最後のIRB施設は2月
の承認であったため年度内においては発送と回収
までを目標とした。 
 
③がん教育に関する研究 
 その結果、20県23名の参加者があった。参加者2
3名の内訳は、男性7名、平均年齢45.5歳、教育委
員会勤務歴平均2.3年であった。がん教育事業の事
例紹介を含むワークショップを実施し、がん対策
担当課との連携にあたり困ることの整理を行った。
想定される困り事を付箋に書きだし、協力の得ら
れた23名が記述した111枚の内容分析を行った。そ
の結果25のコード、5のサブカテゴリ：「担当者の
意欲向上」「教育委員会とがん対策担当部署の連
携の場の設定」「予算執行の有機的連携」「がん
対策担当部署所管団体との橋渡し」「学習コンテ
ンツの質の担保」）が生成された。さらに、これ
らの5のサブカテゴリから2のカテゴリ（『がん対
策としてのがん教育の位置づけの明確化』『がん
教育内容と外部講師等の環境整備』）が生成され
た。 
 
④都道府県のがん対策評価との連携 
 都道府県においてがん対策の評価をする際には
全国との比較をすることが重要である。人口動態
統計やがん登録資料、国民生活基礎調査のデータ
を用いて、全国における各都道府県の位置づけを
評価できるような統計資料を作成し、中間評価、
次期計画に役立てるための準備をしている。特に、
がん種ごと年齢区分ごとの死亡率の推移に関して
の資料を作成し、各県によってニーズが異なるた
め、いくつかの県担当者に解釈や活用方法と共に
資料を提示し、わかりやすく活用しやすい情報提
供を検討することが重要である。 
 個別の県については、青森県では平成２８年度
に実施された青森県民健康・栄養調査の結果をも
とに、健康あおもり２１専門委員会（青森県の平
均寿命が全国で最も短いことを受けて青森県が設
置した会議体であり、がん対策関連ではがん検診
の受診率や喫煙率などが議題となる。）では若年
者の喫煙率が問題となった。前回（平成22年度）
の県民健康・栄養調査では20歳代の喫煙率は男性4
7.1%（標本数17名）、女性11.4%（標本数35名）で
あり、今回は男性34.8%（標本数23名）、女性15.8%

（標本数38名）であった。そのため、20歳代女性
の喫煙率が上昇したこととなり、若年女性への積
極的な対策が必要であるとの意見があった。しか
し、標本数が少ないことから、前回や今回の調査
がどの程度青森県民の実態を反映しているのか疑
問であるとの意見もあり、調査結果からがん対策
を修正する、あるいは追加的な対策を講じること
までは意見がまとまらなかった。 
 
⑤その他関連する分析 
 がんの一次予防の直接的な指標はがん罹患率で
あるが、喫煙はがん罹患への影響が大きく、国、
および都道府県における一次予防の最も重要な中
間的指標の一つとされてきた。しかし、喫煙率の
根拠となる健康・栄養調査は、青森県のような人
口の少ない県では標本数が少なく、調査による数
値のブレが大きい。そのため、結果にどの程度の
信頼性があるのか、どのように解釈すればいいの
かが大きな問題となり、がん対策への反映も十分
に検討が必要となる。患者体験調査においても一
義的には都道府県の比較よりも全国値を算出する
ことが目的であるため同じ限界がある。対象を独
自に追加して同時に調査するなどのやり方が必要
であると考えられた。 
 前回の患者体験調査データからも、相談支援の
ニーズと経済的な負担、社会的な孤立の有無との
関連を解析したところ、両者において課題がある
者の方が利用割合・相談支援センターを知ってい
ると答えた割合が多いことから、ニーズに照らし
て相談支援センターの認知割合が上がることはう
かがえた。十分な認知という意味では課題は残る
と考えられるが、ニーズに応じた周知活動をとる
必要はあるかもしれない。 
 
Ｄ．考察 
①患者体験調査 
a.回答の妥当性 
患者の回答については、年齢や性別は当然誤りは
ほとんどない（一部の回答やコードミスなどはあ
りえる）また、がんの種類についても基本的に問
題はなく信頼性はあると考えられる。しかしステ
ージ情報については記録されている、院内がん情
報と患者の回答する情報には一定の乖離が見られ
ることから、患者の自己申告におけるステージ情
報を活用するのは注意が必要である。特により進
行しているように考える、進行していないように
考えるという傾向はどちらもあり得ることが判明
し、どのように補正をするのかなどについても明
確な方向性を得ることはできなかった。そもそも
ステージが不明という回答も一定数あるため、注
意が必要である。 
 
b.選択肢変更の影響 
文言を変えて中立の選択肢をずらした結果、同じ
肯定的選択肢同士（上位２つ、上位３つ）を同等
と扱うこともできないし、上位２つ同士を同等と
することも難しいという結論であることから、比
較をするならば補正係数を作成するのが良いと考
えられた。この係数の作成には文言の同じ肯定的
選択肢から選択肢文言の違いで自然に発生する割
合の差が、今回のランダム割り付けの2群で観察さ
れた違いで代表されると仮定して、係数を計算、
そこから、実際の平成30年度患者体験調査の回答
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分布から、もしこれが平成26年度回答選択肢だっ
たら、上位２つが何％になっていたのかを推定し
て比較を行う必要があると考えられる。 
 
②小児患者体験調査 
患者への接触を行うのは、中央事務局で個人情報
を管理していない以上、患者へ治療提供した施設
に頼らざるを得ない。そのために不参加の施設や
倫理審査に非常に長期の時間がかかる施設が存在
して調査が大幅に遅れてしまった。今後は患者体
験調査の認知度を上げ施設が協力しやすいような
環境を作って行くことが重要であると考えられる。 
 
③がん教育 
がん教育担当者の困りごとを分析することにより、
がん教育を学校現場で進めていくための論点が明
らかになった。外部講師となる医療者やがん経験
者とのパイプは、教育委員会単体で開拓するには
限界がある。本研究では、がん教育の進捗状況は
さることながら、推進のための庁内連携を促進す
ることが急務であることを明らかにした。今後は、
教育委員会だけでなく、がん対策におけるがん教
育の推進について、なお一層その体制を充実・強
化する必要がある。 
 
④都道府県との連携 
 都道府県と国のがん対策の連携には可能な限り
同じ調査を行うことが望ましいが、予算の確保や
財源の違いによる解析区分を分けるなどの制度上
の制約があると歩調を合わせることが容易ではな
くなってしまう。柔軟にその違いを吸収して歩調
を合わせた調査の遂行や解析を行っていくことが
重要である。 
 
⑤相談支援 
 相談支援の認知は不十分ということは指摘され
ており、十分な認知という意味では課題は残ると
考えられるが、ニーズに応じた認知の勾配が観察
されたことにより、ニーズに焦点を当てた解析が
より必要であり、その結果を周知活動に反映させ
ることも求められる。 
 
 
Ｅ．結論 
 本研究において、がん対策の評価を行うための
調査実務に関連して、その円滑な実施と科学的な
解釈に必要な支援となる研究を行っている。事業
的側面に密接に関連した研究活動は、自由な発想
に基づく探索的研究ではなく、課題解決型の科学
的活動として必要とされており、その一例を示す
ものであると考えられる。今後、各テーマにおけ
るがん対策評価に関連したより詳細な解析を進め、
また、課題の同定なども検討していくことで、よ
り、がん対策が国民・患者のために有用なものと
なっていくように体制を確保することが重要であ
る。 
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